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本研究は、オンライン運動教室に対する印象を調査するとともに、実際にオンライン

運動教室を開催し、体力変化や感想などから、社会実装に向けた課題を明らかにするこ

とを目的とした。 
対象は、二宮町の実施するがん検診に参加し、同意が得られた町民 95 名とし、オン

ライン運動教室の興味・関心や考えられる長所と短所、費用感などについて調査した。

また、そのアンケート実施後の 10 月から全 9 回のオンライン運動教室を開催した。 
その結果、オンライン運動教室の長所は、約 60%が移動時間の短縮化と回答した一方

で、短所については約 50%が直接の指導を受けられないことをあげていた。また、オン

ライン運動教室への参加費用について約 70%が 1000 円以下と回答していた。 
オンライン運動教室の実施は、多数の支持を受けやすい費用感の 1 回 1000 円で想定

した場合、15 人程度の参加は最低でも必要であることが見込まれる。事業としての実

施を想定した際、多くの参加者が求められる一方で、参加人数の増加によって短所と考

える人の多い直接の指導が受けられない事にも繋がり、このパラドックスをどのように

解消するかが大きな課題であると考えられる。今後さらに、対象者の特性をセグメント

化した分析を実施し、オンライン運動教室のより効率的な実施に繋げられる情報の構築

が必要である。 
本研究は、オンライン運動教室の実施の成果ではなく、オンライン運動教室そのもの

に対して、一般人がどのように考えているかについて調査した点に新規性があり、その

開催のための基礎的データの一部を構築することができた。 
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１．はじめに

新型コロナウイルス感染症によって、

運動指導のオンライン化が急激に進んだ。

大手の企業も個人の運動指導者も、コロ

ナ禍でも運動指導を継続させるために、

様々な方法で展開を試みた。コロナの完

全終息に近づいた今、新たな参入者は極

めて少ないが、オンラインでの運動指導

は今後の運動指導の実施に変革を与える

可能性があると筆者らは考えている。具

体的には、オンラインの運動教室におい

ては、対面しないため低体力者が参加し

やすい、移動時間が不要、災害下でも一定

の継続が可能で二次災害の防止となるな

どのメリットも多い。しかしながら、対面

での人間関係や社会参加などの側面が失

われていることは言うまでもない。また、

運動教室の参加者の多くは、高齢者であ

るため、パソコンやスマートフォンなど

が得意ではない点は非常に大きな問題で

ある。 
高齢者のデジタル活用に関する総務省

の調査では、使用したいもしくは関心が

ある項目として、救急情報の取得や防犯

情報の取得などが約 66%と高い割合を占

めている。しかし、動画の視聴などでは約

32%であり、若年層や就労世代とは大き

く関心が異なることも明らかとなってい

る。実際には、使えないもしくは使いたい

と思っていない人も多く、デジタルディ

バイドの問題は深刻であると考えられる。

上記のような現状から、行政が実施主体

となるオンライン運動教室は極めて少な

い。コロナ以前の課題感として、対面する

運動教室は同一の参加者が多く無関心層

へのアプローチが課題となっていた。無

関心層の運動の実施率をさらに向上させ

るためには、オンラインの活用によって

改善できる可能性もあると考えている。 
これまで、コロナ禍で実施されている

運動教室は研究が財源となって運営して

いるものもが多く、自走しきれているも

のが少ないように思われる。ここで言う

自走とは、参加者からの費用負担で経営

が成立している状態を指しており、事業

が自走していくための財源を構築するた

めの情報となる課題感などの基礎的な研

究を実施していく必要があると考えた。 
そこで本研究は、一般人のオンライン

運動教室に対する印象について調査した

（研究１）。さらに、オンラインの運動教

室を実際に開催し、その参加状況や体力

などの変化について明らかにすること

（研究２）を目的とした。実装に向けた現

場での研究から行政が実施できるかどう

かを探ることが本研究の目的である。 
 
２．方法

１）研究１における方法 
研究１では、一般人のオンライン運動

教室に対する印象について調査した。 
（１）対象者 

二宮町の実施するがん検診に参加し、

同意が得られた町民 95 名とした。依頼し

た人数は把握できていないが、複数回開

催されているがん検診のうち、特定の日

を利用して実施した。実施は、がん検診の

待ち時間などに担当者が依頼して、空き

時間に回答させた。なお、調査は匿名であ

り、調査用紙を用いて調査実施に関わる

説明を行い、提出をもって、研究参加の同

意とした。 

 

（２）調査内容 
性別、年齢、スマートフォンおよびパソ

コンの利用状況をプロフィールとして取

得した。さらに、運動の実施状況や行動変

容のステージ、実施している運動内容、フ

ィットネスクラブに通っているかなど、

運動の実施状況を確認した。 
本研究での主要な評価となるオンライ

ン運動教室の興味・関心や市民の考える

長所と短所、開催頻度や費用感（4 択：い

くらでも参加しない・1000 円以下・2000
円以下・それ以上）、不安に思う点、賛否

についての調査を行い、評価した。 
なお、調査用紙は、両面 1 枚の A4 用紙

で構成し、全員が紙媒体で回答した。 
 

（３）統計および分析方法 
現状、本報告書内では単純集計を行い、

その結果をまとめた。今後、性差や運動

の実施状況による違い、パソコンなどの

利用状況によるオンライン運動教室へ

の意欲の違いをクロス集計およびカイ

二乗検定によって比較していくことを

検討している。 
 
２）研究２における方法 

研究２では、オンラインの運動教室を

実際に開催し、その参加状況や体力など

の変化について調査した。 
（１）募集について 

対象者は、これまで研究者らが主催し

た別の運動教室や体操教室、講座などに

参加のある者に案内を出した。さらに、研

究１でのアンケート時に、オンライン運

動教室に興味を持って、連絡先を書いた

者に対して、直接連絡を行い、参加を呼び

掛けた。また、二宮町子育て健康課健康づ

くり班と連携した試行事業として実施し

たため、二宮町の広報紙にも掲載した。そ

のため、原則として、町内への告知は一度

以上なされている状態となった。なお、二

宮町の町民は令和 5 年度 3 月 1 日現在、

26,873 人（11,763 世帯）となっていた。 

 
図 1 告知に利用した実際のチラシ 
 
（２）対象者 

本研究およびオンライン運動教室に参

加を希望した 3 名（男性 1 名・女性 2 名）

とした。しかしながら、1 名の女性は初回

の参加以降は 1 度も参加をしなかったた

め、対象者からは外すこととした。そのた

め、本研究の参加者は、78 歳の男性と 73
歳の女性を本研究の対象とした。参加者

には、口頭および書面で研究参加の説明

書およびオンライン運動教室の利用規約

を確認いただき、同意書の提出を求めた。 
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（３）開催場所 
本研究に関わる測定及び運動指導は、

神奈川県二宮町保健センターにおける多

目的室および未病センターで実施した。

なお、対面での実施は初回と最終回のみ

で、それ以外はオンラインコミュニケー

ションツール Zoom で実施した。Zoom は

すべての回、同じ URL を用いた。 
 
（４）期間中のスケジュール 
本研究における全体スケジュールは、

2023 年 10 月 26 日に事前測定として体

組成および体力測定と質問紙調査を実施

した。なお、初回には、利用規約によるオ

ンラインでの運動実施時の安全確認およ

び研究参加への同意の確認を行った。そ

の上で、オンラインコミュニケーション

ツール Zoom の利用方法について、個別

での確認を行った。オンラインでのログ

イン方法等を複数回確認させ、翌週以降

のオンライン運動教室への参加になれさ

せた。それらの終了後、対面での簡単な運

動の体験および運動実施時の注意事項の

説明を行った。 
翌週の 11 月 2 日から 12 月 14 日まで、

計 7 回、毎週 45 分間のオンライン運動教

室を実施し、参加者は原則、毎回参加させ

た。最後に、12 月 21 日に事後測定とし

て初回と同様の測定および感想に関する

アンケートを実施した。 
 
（５）測定及び調査内容 

身長（InLab・株式会社インボディ・ジ

ャパン）、体組成（InBody Dial H20N・株

式会社インボディ・ジャパン）、30 秒椅子

立ち上がり（CS-30）、40cm 片足立ち上が

りテスト、握力（竹井機器工業株式会社）

の測定を実施した。 
体組成測定は、測定前に身長の計測を

行った後、上着などを着用しない状態で、

インピーダンス式の体組成計を用いて、

体重、体脂肪率、筋肉量の測定を行った。

30 秒椅子立ち上がり、40cm 片足立ち上

がりテストと握力は一般的な体力測定の

実施方法によって実施した。 
自作のアンケート用紙において、プロ

フィールならび行動変容のステージなど

の項目についての調査を行った。 
 
（６）オンライン運動教室の内容 
オンライン運動教室は、11 月 2 日から

12 月 14 日までの 7 回とした。この期間

は対面では一切行っていない。 
具体的な運動指導の内容として、最初

の 15 分はコミュニケーションを取りな

がら頭の体操等を実施した。適宜休憩も

しくは水分補給を促したのちに、約 30 分

程度の有酸素系の運動もしくはストレッ

チ、筋力トレーニングなど、バリエーショ

ンのある運動を実施した。なお、全 7 回

を通して運動強度を高めつつ、日常的に

自分で実施しやすい内容を提案した。な

お、最後 5 分程度でストレッチ体操およ

び整理体操の順で実施する内容を標準の

指導内容とした。 
10 月 26 日と 12 月 21 日は対面での運

動指導も 30 分程度実施した。測定及び調

査も実施したため、簡単な内容で、実際の

フォームなども確認をしながら、対面で

しかできないことを優先して行った。 
 
 

 

（７）統計および分析方法 
得られたデータはサンプルが少なく、

個人が特定されない範囲で、感想などに

ついて本報告書ではまとめることとし、

体組成および体力データについては事

例として集積した。 
 
３．結果

１）研究１について 
本研究の回答者は 95 名であり、男性が

13.7%（13 名）、女性が 86.3%（82 名）で

あった。また、平均年齢は 57.9 歳（回答

者 93 名）であった。 
本研究の回答者における運動の実施状

況等は以下に示した（表 1 および表 2）。
運動習慣のある方から運動習慣のない方

まで満遍なく対象者を集めることができ

た。 
 

表 1 最近１ヶ月間に、運動やスポーツを実

施した日は何日くらいですか 

項目 割合（人数） 

週に 3 回以上 26.6%（25 名） 

週に 2 回 12.8%（12 名） 

週に 1 回 13.8%（13 名） 

月に 2～3 回 4.3%（4 名） 

月に 1 回 11.7%（11 名） 

それ以下 30.9%（29 名） 

 
 
 
 
 
 
 

表 2 現在、健康の維持・増進や楽しみ等のた

めに運動やスポーツを行っていますか 

項目 割合（人数） 

全く行っていない 33.0%（31 名） 

近いうちに行うつもり

だが、今は行っていない 
10.6%（10 名） 

たまに行っているが、定

期的でない 
20.2%（19 名） 

6 か月未満、定期的に行

っている 
5.3%（5 名） 

既に 6 か月以上、定期的

に行っている 
30.9%（29 名） 

 
複数回答の質問項目によるオンライン

運動教室の長所（図 2）と短所（図 3）を

まとめた。長所として時間的な負担がな

い点が圧倒的に高く、他は低かった。一方

で、短所は、直接の指導がないという点が

圧倒的に高かった。さらに、次にスマホ・

PC 利用への不安があることも明らかと

なったが、前述の項目よりは高くないこ

とも明らかとなった。

図 オンライン運動教室の長所

移動の時間的な面の

負担がない

移動の体力的な面の
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みられない・恥ずか
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人間関係がない

その他
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図 オンライン運動教室の短所

さらに、オンライン運動教室の参加で

不安なこと（図 ）として、 人に 人が

スマホ・ 操作への不安であったが、半

数を超えておらず、極端に多くの人が不

安というわけではないことも明らかとな

った。支払いや通信環境などに対する不

安も一定数あることが明らかとなった。

図 オンライン運動教室の参加で不安

なこと

最後に、オンライン運動教室に対して

考えている参加費は 円以下が

となり、 円から 円が とな

った。いくらでも参加しないという回答

も であった。 円以上は約 と

極めて少ない割合であった。

図 オンライン運動教室への参加費の

理想

２）研究２について 
本研究への参加者が 2 名となり、統計

的な検証の実施が難しい状況であった。

男女 1 名ずつであったが、男性の参加者

はすでにオンラインでの生涯学習講座な

どに参加経験があり、オンラインへの抵

抗は少ない様子が伺えた。使い方こそ、若

干の不安はあったが、実際にはかなり使

いこなしているようで、初日にはパソコ

ンを持参しレクチャーを受けていた。一

方の女性は、パソコンなどは得意ではな

いが、今回、チャレンジも含めて参加した。

初回時にはマンツーマンに近い形で、ス

マホでの参加方法を教えるなどしたため

できるようになった。結果的に、2 回目以

降に Zoom を利用できないという問合せ

はなく、円滑な実施が可能であった。 
体組成および体力測定のデータは、一

部変化はあったが、統計学的な検証がで

きない点に加え、個人が特定されるリス

クがあるため、本報告書での掲載は避け

ることとした。 

直接の指導がない

ほかの参加者と話せ

ない

通信環境への不安

スマホ・ 利用への

不安

面白くなさそう

その他

通信・電波環境

スマホ・ 操作

お金の支払い

実施時の怪我

相談できる人がいな

い

その他

いくらでも参加しない 円以下

円以下 それ以上

 

事業の満足度としては 2 名とも満足を

している様子で、特に、オンラインでも実

際にはそこまでも負担がないという回答

が 2 件ともあった。また、2 名とも終了後

には、心の健康も手に入れたという回答

があった。 

４．考察

１）研究１について 
本研究は、オンライン運動教室開催と

一般の人が聞いた際の印象についての調

査を実施し、社会実装していく際の課題

などについて調査した。本研究の対象者

は 100 名と結論付けるには少ないが、運

動習慣や行動変容ステージなどは様々で

あり、幅広く偏りのない層に対する調査

が実施できた。 
その上で、研究者らが想定していたオ

ンライン運動教室のメリットである他者

から見られないことや人間関係などに対

しての考えは少ないことが明らかとなっ

た。一因として高齢者だけの回答ではな

いため、運動教室などに通った経験のあ

る人が多いわけではない点があげられる

かもしれない。今後、セグメント化した対

象者での分析を続けていく必要がある。

録画の参加もメリットとしての割合は高

かったが、運動はわかっているができな

いという課題があり、実際に録画で運動

習慣が構築できるかどうかという課題も

あり、今後検討の必要性がある。 
一方で、オンライン運動教室の短所に

直接の運動指導がないという回答が約

50%であり、それ以外は低かった。他の参

加者との会話やデジタルディバイドにつ

いては 20%以下でこちらも低いことが明

らかとなった。対象とする年代によって

は高いことが想定されるが、全体として

は低値であり、通信環境の懸念以上に、直

接の指導が受けられないデメリットを多

く思う人が多い可能性がある。そのため、

オンラインでも一定の指導を教授ができ、

充足感があることを拡めることの方が参

加者の増加に寄与できると考えられる。 
本研究の結果明らかになった最大の課

題は経済的な側面である。いくら支払う

かの問いに対して、1000 円以下が約 7 割

であった。オンラインの運動教室に関わ

るコストは極めて少ないが、指導者に

10000 円の報酬を払うことを想定しても

10 人の参加がマストとなる。オンライン

コミュニケーションツールや出欠管理、

集金システムなどを考慮し、採算をとる

ことを考えると、1000 円の場合、15 人か

ら 20 人の参加者が絶対条件となる。極端

に多い人数ではないと考えられる一方で、

オンライン運動教室のデメリットである

と考えられている直接の指導が受けられ

ないというデメリットを克服できない可

能性が高まる。そのため、そのパラドック

スをどのように克服し、運営するかが最

大の課題となることが想定された。 
 
２）研究 2 について 

本研究におけるオンライン運動教室は

2 名とも満足をしていた。満足度が高かっ

た点は参加者が少なく、手厚かったこと

に起因している可能性もある。今後は初

回の手厚さをどのように実現するかなど

についても懸案事項なのかもしれない。

しかしながら、初回に参加してもらえれ

ば、定着させられる可能性も示唆される。 
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一方で、今回の研究 1 の結果からは直

接の指導を多く求めていることも明らか

となった。そのため、オンラインと対面を

うまく組み合わせた実施を検討していく

ことも考えてもいいのかもしれない。例

えば、2 か月に 1 回の対面指導で関係性

を作るなどは必要な可能性がある。 
運動教室の内容としての効果は、改善

の兆しが見えている部分もあった。実施

手段というよりは、どのように参加を促

すかなどのアプローチが大切である可能

性が示唆された。 
 
５．結論

本研究では、一般人のオンライン運動

教室に対する印象について調査した。さ

らに、オンラインの運動教室を実際に開

催し、その参加状況や体力などの変化に

ついて明らかにすることを目的とした。

その結果、オンラインの運動教室には長

所や短所はあるが、1 回 1000 円以下の料

金での参加想定の方が多く、費用対効果

を考えた実施方法の模索が求められてい

る。また、対面の指導が高い割合でニーズ

があるため、オンラインと対面を組み合

わせた実施も必要なように思われた。 
今後、オンラインの運動教室は、経済合

理性を整えたうえで、どのようなマーケ

ティングで地域に普及させていくのかが

重要になることが考えられた。 
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